
 

 

中 長 期 財 政 見 通 し 算 定 概 要 
 

 

新型コロナウイルス感染症が世界的に広がりを見せるなか、国内でも経済情勢や市民生

活に大きな影響が生じており、本市の財政運営においても非常に厳しい影響を与えること

が予想され、今後の景気動向が大いに危惧されます。こうした先行きが不透明な状況下で

はありますが、本市の足元の財政状況を的確に把握し、今後の財政収支の見通しを明確に

しながら、財政の健全化と各種計画の推進を図り、持続可能なまちづくりを進めるため、

令和 2年度中長期財政見通しをとりまとめたところです。 

算定にあたっては、現時点で公表されているコロナ禍の影響を踏まえた国の経済見通し

を用いて、今後 10 年間の財政の見通しを推計するとともに、特定事業プランについては、

前年度に算定した中長期財政見通しで計上している内容をベースにその後の変動要因を加

味し、新たに企業立地の推進に係る費用等を反映しています。 

さらに、地方財政健全化法に基づく将来負担比率への対応については、市債の発行を抑

制し、プライマリーバランスの黒字を継続することなどにより、その比率の早期低減を目

指します。 

しかしながら、今後は収支不足が顕在化し、基金の取崩し等に依存した財政運営が見込

まれる中、さらにコロナ禍の影響が長期化し、税収の大幅な落ち込み、感染防止や経済対

策の財政出動等により、本市の厳しい財政運営がさらに逼迫した状況に陥ることも懸念さ

れます。こうした最悪の状況に耐えうるためにも、継続的な行財政改革により、経常的な

経費の削減や、優先度及び緊急性に照らした選択と集中により事業の選定などに取り組む

必要があります。特に特定事業プランの選定においては、その事業の必要性は勿論、事業

費の縮減や平準化、補助金等の財源の確保、実施時期の先送り等も含め慎重に検討して参

ります。また、新たな自主財源を確保するため、企業立地については今後も引き続き積極

的に進めることで税収増を図り、ふるさと納税の推進や遊休資産の売却などとともに、安

定的で持続的な行財政運営に向けて全庁挙げて取り組む必要があります。 

 

※この中長期財政見通しは、一定の前提条件により算定したものであるため、今後の国

の経済見通しの修正など、前提条件の変動による影響を考慮する必要があります。 

 

Ⅰ 歳  入 

市 税 

令和 2 年度の税収見込みをベースとし、「中長期の経済財政に関する試算」（令和 2

年 7月 31 日 内閣府）の経済に関するシナリオ（ベースラインケース）における名目

成長率を基本にして伸び率を試算しています。 

○令和 3年度の税収増減見込み 

令和 2年度の名目成長率▲4.1％をベースにしています。 

伸び率算定式：市税伸び率＝1+(名目成長率×弾性値 1.1) 

∴令和 2年度の経済成長に伴う税収伸び率は▲4.5％とし、令和 3年度の課税に
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影響すると想定しています。なお、法人市民税については、制度改正に伴う

税率引き下げによる影響分を反映しています。 

○令和 4年度以降の税収増減見込み 

令和 3 年度以降の名目成長率が、経済活動の回復等とも相まって、上記試算の

名目成長率まで回復し、翌年度の課税に影響を及ぼすと想定し、個人・法人市

民税に反映しています。 

令和 4 年度  3.9％ 

令和 5 年度  2.5％ 

令和 6 年度  2.2％ 

令和 7 年度  1.9％ 

令和 8 年度  1.7％ 

令和 9 年度  1.5％ 

令和 10 年度  1.3％ 

令和 11 年度  1.2％ 

令和 12 年度  1.1％ 

固定資産税は 1.0％の伸び率にこれまでの企業立地による税収の影響分を含めて推

計、市たばこ税は令和 2 年度当初予算の約 8.2 億円をベースに段階的な増税を加算し

て計上しています。 

 

その他の歳入 

国・県支出金、地方債等他の歳入については、令和 2 年度当初予算をもとに、地方

譲与税と県税交付金は税収と同様の伸びとし、うち令和 3 年度の地方消費税交付金と

法人事業税交付金については税制改正による影響分を見込んでいます。分担金・負担

金、使用料及び手数料は 0％の据え置き、地方交付税は「基準財政収入額①」の伸びを

経済成長見込みおよび企業誘致の税収影響分を含めて推計、また、「基準財政需要額②」

は、過去の伸び率平均を乗じて推計し、②-①が正数となる場合はそれを普通交付税（臨

財債を含む）として計上するものとし、特別交付税にあっては通常分として 1.5 億円

を計上しています。 

国庫支出金および県支出金の通常分は経常収入の伸び率として、国・県合わせて

5.8％の伸びを見込んでいます。 

なお、財政調整基金等に積み立てる財源として見込める土地開発公社移管土地の処

分計画については、不確定な要素もあるため、リスク要因の排除の観点から計上して

いません。 

 

Ⅱ 歳  出 

人件費 

令和 3年度以降、通常分として 1.5％の伸びを見込んでいます。 

 

扶助費 

令和 3年度以降、必要な伸び率として 4.7％で算定しています。 



 

 

公債費 

既発債及び中長期財政見通し特定事業プランの実施に伴う起債発行を含めた償還

計画に基づき算定しています。 

 

普通建設事業 

普通建設事業を「通常分」と「特定事業」に振り分け、算定しています。 

また、特定事業でない通常の普通建設事業分として、5億円を計上しています。 

 

物件費 

令和 3 年度以降も財政健全化の取り組みを維持するものの、必要な伸び率として

1.8％で算定しています。 

 

維持補修費 

施設の維持補修を計画的に進め、令和 3年度以降は、施設の老朽化対応を含め、5.0％

の伸びで算定しています。 

 

補助費等 

令和 3年度以降も財政健全化の取り組みを維持するものとして算定しています。 

 

積立金 

新幹線後継プランにかかる県負担金分は、交付年度に新駅基金に積立をしています。 

 

 

Ⅲ 土地開発公社の健全化 

 土地開発公社については、平成25年度における第三セクター等改革推進債を158億2,300

万円発行し、借入時期は 9月 30 日（一部、11 月 5 日）、借入条件は、期間：30(0)年・0.406％

（5年ごとの利率見直し）、各年度元金均等償還としています。 




















